
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

八潮市保育所等物価高騰対策給付
金

①物価高が続く中で保育所等の事業者の光熱費及び食材料費の負担軽減のため、価格上昇相当分を給
付し、保育所等の運営の安定化を図る。
②光熱費及び食材料費
③児童1人あたり7,400円（光熱費：3,400円、食材料費：2,000円）
　　7,400円×2,170人（対象施設の利用定員数の合計）
    ＝16,058,000円（うち、12,558,000円に重点交付金を充当）
（残りの3,500,000円は、県からの補助金を充当する）
④私立認可保育所、認定こども園、小規模保育施設、認可外保育施設、新制度幼稚園

R7.4 R8.3

2

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

八潮市学童保育所物価高騰対策給
付金

①学童保育所における光熱費の価格高騰の支援
②光熱費
③基準額：利用定員１人あたり1,000円
④民設民営学童保育所　７施設１１支援単位　利用定員360人
1,000人×360人＝360,000円

R7.4 R8.3

3
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

家庭系一般廃棄物等収集運搬事業
者継続支援事業

①市民の日常生活において必要不可欠な家庭系一般廃棄物等の収集運搬事業者が、原油価格の高騰を
受け、経営に大きな影響が生じていることから、事業の維持・継続を目的に補助金を交付する。
②燃料費
③90,703L×25.6円＝2,322,000円　　委託使用車両の令和６年の給油量を対象に、燃料価格高騰差額分
25.6円/Lを補助（千円未満切り捨て）
④家庭系一般廃棄物収集運搬業務委託事業者、し尿汲取収集・運搬業務委託事業者

R7.4 R8.3

4
③消費下支え等を
通じた生活者支援

太陽光発電システム等設置費補助
金

①再生可能エネルギーの利用促進を図り、地球温暖化対策を推進するとともに、エネルギー価格等の物
価高騰の影響を受けた市民、事業者にかかるエネルギー費用負担を軽減する。
②住宅又は事業所に太陽光発電システム等を設置する者に対しての補助金
③（住宅）
　・太陽光発電システム30,000円×70件＝2,100,000円
　・蓄電池50,000円×20件＝1,000,000円
　・エネファーム10,000円×10件＝100,000円
　・エコキュート10,000円×20件＝200,000円
　・V2H50,000円×4件＝200,000円
　・ハイブリッド給湯器10,000円×10件＝100,000円
　　計3,700,000円
（事業所）
　・太陽光発電システム150,000円×10件＝1,500,000円
　・蓄電池50,000円×10件＝500,000円
　　計2,000,000円
　　合計5,700,000円
④（住宅）市民、自らが居住する住宅に補助対象設備を設置した方　等
（事業所）市内に本店登記を有する者又は市内に住所を有し、かつ、事業所を有する者　等

R7.4 R8.3

5
④省エネ家電等へ
の買い換え促進によ
る生活者支援

八潮市省エネ家電買替促進事業

①ゼロカーボンシティの実現に向け、市民の地球温暖化対策への関心を高め、温室効果ガス排出量の削
減等につなげる意識啓発は図るとともに、物価高騰の影響を受けた家庭におけるエネルギー費用負担を
軽減する。
②省エネルギー性能の高いエアコン等へ買い換えを行う者に対しての補助金
③補助金50,000円×600件＝30,000,000円
④市内に住所を有し、自らが居住する市内にある住宅の既存の家電を同品目の補助対象設備に買い換え
の目的で購入及び設置した者　等

R7.6 R7.12

6
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

地域公共交通運行継続支援事業

①原油価格の高騰により、交通事業者の経営を圧迫していることから、今後も継続して公共交通を運行し
てもらうために支援を行う。
②バス及びタクシーの燃料代
③【バス会社】A社（908,672．04㎞（年間走行距離）÷4.30㎞/l（燃費）×25.6円（高騰差額）＝5,409千円）、
　B社（96,525.18㎞（年間走行距離）÷6.50㎞/l（燃費）×25.6円（高騰差額）＝380千円）、
　C社（66,465.06㎞（年間走行距離）÷4.30㎞/l（燃費）×25.6円（高騰差額）＝395千円）、
　D社（3,754.52㎞（年間走行距離）÷6.50㎞/l（燃費）×25.6円（高騰差額）＝14千円）、
　【タクシー事業者】162.8km（県南部交通圏の一日平均走行距離）×366日（年間日数）÷16.8㎞/l（燃費）
×25.3円（高騰差額）×51.5%（県南部交通圏の平均稼働率）＝46,211円を１台当たりの補助額46,000円
　E社：46,000円（補助額）×30台（保有台数）＝1,380千円、
　F社：46,000円（補助額）×25台（保有台数）＝1,150千円、
　G社：46,000円（補助額）×18台（保有台数）＝828千円、
　H社：46,000（補助額）×1台（保有台数）＝46千円
　バス事業者 6,198千円　＋　タクシー事業者 3,404千円　＝9,602千円
④市内を運行しているバス事業者に対して、市内を走行する際に消費する軽油量に高騰分の燃料費を乗
じた額を補助する。
　また、八潮市内に事業者のあるタクシー事業者に対して、消費するオートガス量に高騰分の燃料費を乗
じた額を1台あたりの補助額とし、保有台数を乗じた額を補助する。

R7.4 R8.3

7
③消費下支え等を
通じた生活者支援

防犯カメラ設置補助事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者に対し、防犯対策強化のための取組とし
て、戸建住宅の屋外用防犯カメラ機器購入等に係る費用の一部を補助する。
②機器購入費、設置工事費、「防犯カメラ作動中」等の表示板設置費用
③補助対象経費の１／２（上限20,000円）※千円未満切り捨て
　20,000円×200件＝4,000,000円
④市内の戸建て住宅を所有し居住している方

R7.6 R8.1

8
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

八潮市運輸事業継続支援事業

①原油価格高騰により経費増加などの影響を受けている市内運送事業者に対し、その影響を緩和し事業
継続を支援するため補助金を交付
②補助金40,820千円
③4,082台×10,000円
④（１）一般貨物自動車運送事業または特定貨物自動車運送事業を営んでおり、八潮市内に本社または
営業所を有している事業者
　（２）2025年３月31日時点で埼玉運輸支局に登録されている、市内営業所等に登録のある事業用車両を
有していること。

R7.5 R7.9

9
③消費下支え等を
通じた生活者支援

八潮市住宅改修資金補助金

①市内産業の活性化を図るため、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた市民に対し、市
民の居住している住宅等の改修等に係る工事費の一部を補助
②補助金20,000千円
③10万円×200件
④市内に本店等がある施工業者を利用し、居住している住宅を改修等する個人

R7.6 R8.3
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10
⑥農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

八潮市農業経営者支援給付金

①原油価格及び物価高騰による農業経営への影響を緩和するとともに、経営の安定及び生産意欲の向上
を図るため。
②給付金
③⑴農業販売収入が５０万円以上５００万円未満の方給付額５０，０００円⑵農業販売収入が５００万円以
上１，０００万円未満の方給付額１００，０００円⑶農業販売収入が１，０００万円以上の方給付額１５０，００
０円
④農業販売収入が年間５０万円以上の個人及び法人

R7.5 R8.3

11

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食費食材価格高騰対策補助
事業（令和６年度補正分）

①本市の学校給食は１食の単価に食数を乗じて委託先の事業者から購入している。物価高騰の影響から
食材費の値上げをしていかなければ、学校給食の提供に支障が生じてしまう。臨時交付金を活用し食材費
を増額することで、保護者の負担を増大させることなく従来通りの給食の提供が可能となる。
②食材料費
③1,250,079食（小学生転入50人見込んだ令和７年度食数分　小：833,064食、中：417,015食）×｛37.13円
（令和7年4～5月までの１食あたり増額分）×2か月/11か月+35.45円（令和7年6～10月までの１食あたり増
額分）×4か月/11か月+46.87円（令和7年11～令和8年3月までの１食あたり増額分）×5か月/11か月｝＝
51,187千円
－【除外分】教職員分年間食数合計77,856食×（37.13円×2か月/11か月+35.45円×4か月/11か月+46.87
円×5か月/11か月）＝3,187千円
【該当分】児童生徒分のみ　51,187千円－3,187千円＝48,000千円の内、23,779千円を除いた分　24,221千
円
④児童生徒の保護者（教職員分は除く）

R7.4 R8.3

12

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

小中学校光熱費高騰対策事業

①小中学校における、物価高騰の影響を受け、価格高騰している光熱費の負担を軽減させることで、教育
環境の水準を維持し、児童生徒が適切かつ健康的な学校生活を過ごすことができるようにするため、小中
学校への電気・ガスの安定的・継続的な供給を確保する。
②光熱費価格高騰分
③令和４～６年度は、既に物価高騰の影響を受けているため、令和３年度決算額と７年度当初予算額を比
較して、光熱費の高騰分を算出する。
【小学校光熱費高騰分】
85,150,000円（令和７年度当初予算額）-49,765,860円（令和３年度決算額）=35,384,140円
【中学校光熱費高騰分】
59,662,000円（令和７年度当初予算額）-31,734,723円（令和３年度決算額）=27,927,277円
【該当分】35,384,140円＋27,927,277円=63,311,417円≒63,312千円
④市内小中学校15校

R7.4 R8.2

13

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

八潮市保育所等物価高騰対策給付
金（追加分）

①物価高が続く中で保育所等の事業者の光熱費及び食材料費の負担軽減のため、価格上昇相当分を給
付し、保育所等の運営の安定化を図る。
②光熱費（LPガス代）
③児童1人あたり110円
　　110円×572人（対象施設の利用定員数の合計）
    ＝62,920円（うち、31,920円に重点交付金を充当）
（残りの31,000円は、県からの補助金を充当する）
④私立認可保育所、認定こども園、小規模保育施設、認可外保育施設、新制度幼稚園のうち、対象8施設

R7.7 R8.3

14

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食費食材価格高騰対策補助
事業（令和７年度予備費分）

①本市の学校給食は１食の単価に食数を乗じて委託先の事業者から購入している。物価高騰の影響から
食材費の値上げをしていかなければ、学校給食の提供に支障が生じてしまう。臨時交付金を活用し食材費
を増額することで、保護者の負担を増大させることなく従来通りの給食の提供が可能となる。
②食材料費
③1,250,079食（小学生転入50人見込んだ令和７年度食数分　小：833,064食、中：417,015食）×｛37.13円
（令和7年4～5月までの１食あたり増額分）×2か月/11か月+35.45円（令和7年6～10月までの１食あたり増
額分）×4か月/11か月+46.87円（令和7年11～令和8年3月までの１食あたり増額分）×5か月/11か月｝＝
51,187千円
－【除外分】教職員分年間食数合計77,856食×（37.13円×2か月/11か月+35.45円×4か月/11か月+46.87
円×5か月/11か月）＝3,187千円
【該当分】児童生徒分のみ　51,187千円－3,187千円＝48,000千円の内、23,779千円分
④児童生徒の保護者（教職員分は除く）

R7.4 R8.3

15

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

八潮市保育所等物価高騰対策給付
金（令和７年経済対策分）

①物価高が続く中で保育所等の事業者の光熱費及び食材料費の負担軽減のため、価格上昇相当分を給
付し、保育所等の運営の安定化を図る。
②光熱費及び食材料費
③児童1人あたり7,400円（光熱費：3,400円、食材料費：4,000円）
　　給付見込額 14,085,000円（うち、10,585,000円に重点交付金を充当）
（残りの3,500,000円は、県からの補助金を充当する）
④私立認可保育所、認定こども園、小規模保育施設、認可外保育施設、新制度幼稚園

R8.2 R8.3

16
④消費下支え等を
通じた生活者支援

八潮市住宅改修資金補助金(令和７
年経済対策分）

①市内産業の活性化を図るため、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた市民に対し、市
民の居住している住宅等の改修等に係る工事費の一部を補助
②補助金10,000千円
③10万円×100件
④市内に本店等がある施工業者を利用し、居住している住宅を改修等する個人

R8.3 R8.3

17

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

八潮市学童保育所物価高騰対策給
付金（令和７年経済対策分）

①学童保育所における光熱費の価格高騰の支援
②光熱費
③基準額：利用定員１人あたり1,000円
④民設民営学童保育所　７施設１１支援単位　利用定員360人
1,000人×360人＝360,000円

R8.2 R8.3


